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○公共工事請負契約約款について（補正の方法） 

 
■基本事項 
（１）文字の訂正、加入、削除の方法 

約款の内容の訂正、一部の条項の削除、又は条項を追加する場合は、まず、約款本文を訂正
等してから、次の例により行います。その際、約款上欄の余白部分に記載した箇所に押印し
ます。 

（２）条項の訂正、加入、削除の方法 
（ア）○字訂正する場合は、「○字削除○字挿入」などと約款上欄の余白部分に記載します。 
（イ）○字挿入する場合は、「○字挿入」などと約款上欄の余白部分に記載します。 
（ウ）○字削除する場合は、「○字削除」などと約款上欄の余白部分に記載します。 
（エ）記号（句読点、括弧等）は、文字として数えます。 
（オ）条、項及び号そのものを訂正、加入、削除する場合も同様に、「第○条削除」、「第○条第

○項削除」などと約款上欄の余白部分に記載します。 
（カ）一度訂正などをした文字は、再度訂正は行えません。 

 
 
■該当条項及び補正内容 
（契約の保証） 
第４条 
（１）金銭的保証（通常は金銭的保証です。）の場合は、本条（Ａ）を適用し、（Ｂ）を削除（見え
消し）します。 
（２）役務的保証の場合は、本条（Ｂ）を適用し、（Ａ）を削除（見え消し）します。 
（３）指名通知書で契約保証金の納付を「免除」とされた場合は、本条（Ａ）（Ｂ）両方とも削除
（見え消し）します。 
 
（現場代理人及び主任技術者等） 
第１０条 
本条第１項第２号を次のとおり削除（見え消し）します。 
（１）契約金額が２，５００万円（建築一式は５，０００万円）未満の場合 

〔   〕主任技術者 
〔                  〕監理技術者 

（２）契約金額が２，５００万円（建築一式は５，０００万円）以上で、下請金額の合計が 
３，０００万円（建築一式は４，５００万円）未満の場合又は下請の予定がない場合 
〔専任の〕主任技術者 
〔                   〕監理技術者 

（３）契約金額が２，５００万円（建築一式は５，０００万円）以上で、下請金額の合計が 
３，０００万円（建築一式は４，５００万円）以上の場合 
〔   〕主任技術者 
〔監理技術者資格者証の交付を受けた専任の〕監理技術者 

 
（部分払） 
第３８条 
〔部分払の回数〕 
契約金額部分払することができる回数を記載します。 

契約金額 部分払の回数 
300 万円以上 1,000 万円未満 １回 
1,000 万円以上 5,000 万円未満 ２回 
5,000 万円以上 1 億円未満 ３回 
1 億円以上 ３か月に１回を限度とする。 



 
（債務負担行為に係る契約の特則） 
第４０条 
（１）債務負担行為に係る契約でない場合は、本条を削除（見え消し）します。 
（２）債務負担行為に係る契約の場合は、次の記入例に従って記載します。 
〔記入例（契約金額３億円の場合）〕 

第１項（支払限度額） 
令和  年度 ９０，０００，０００円（←当該年度の出来高予定額の９０％を記載） 
令和  年度 ９０，０００，０００円（←当該年度の出来高予定額の９０％を記載） 
令和  年度 １２０，０００，０００円（←残金を記載） 

第２項（出来高予定額） 
令和  年度 １００，０００，０００円（←当該年度の出来高予定額を記載） 
令和  年度 １００，０００，０００円（←当該年度の出来高予定額を記載） 
令和  年度 １００，０００，０００円（←当該年度の出来高予定額を記載） 

 
（債務負担行為に係る契約の前金払の特則） 
第４１条 
（１）債務負担行為に係る契約でない場合は、本条を削除（見え消し）します。 
（２）契約会計年度に翌会計年度分の前払金を含めて払う旨が設計図書に定められているときに

は、第３項「翌会計年度に支払うべき前金払相当分（ 円以内）」に金額を記載します。 
 
（債務負担行為に係る契約の部分払の特則） 
第４２条 
（１）債務負担行為に係る契約でない場合は、本条を削除（見え消し）します。 
（２）債務負担行為に係る契約の場合は、各年度の部分払の回数を記載します。記載に当たって

は、工事担当課の指示に従ってください。 
 
（契約不適合責任） 
第４５条 
（１）通常は、本条（Ｂ）を適用し、（Ａ）を削除（見え消し）します。 
（２）当該契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律（令和１１年法律第８１号）第８７条

第１項に定める住宅を新築する工事の契約の場合は、（Ａ）を適用し、（Ｂ）を削除（見え消
し）します。 

  
 


